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障害程度区分認定調査項目（約１００項目）

支給決定について

一次判定（市町村）

二次判定（審査会）
医師
の意
見書

障害程度区分の認定

介護給付を希望する場合 訓練等給付を
希望する場合

暫定支給決定

支給決定

勘案事項調査項目
○ 地域生活 ○ 就労 ○ 日中活動 ○ 介護者 ○ 居住 など

訓練・就労評価項目 個別支援計画

障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、支給決定の各段階において、①障害者
の心身の状況（障害程度区分）、②社会活動や介護者、居住等の状況、③サービスの利用意向、④訓
練・就労に関する評価を把握し、支給決定を行う。

サービスの利用意向の聴取

審査会の意見聴取

①障害者の心身
の状況

②社会活動や介
護者、居住等の
状況

③サービスの利
用意向

④訓練・就労に
関する評価
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障害福祉サービスの利用者負担の見直し

※ 資料中の条文については、法律の条項である。
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障害福祉サービスの利用者負担の考え方

＝増大するサービスの費用を皆で支え合う＝

• 新たにサービスを利用し始める者も多く、現状のままでは制度を維持すること
が困難。

• サービスを利用する障害者と利用しない（できない）障害者の公平の確保。

必要なサービスを確保しつつ、制度を維持するためには、利用者も含めて、
皆で費用を負担し支え合うことが必要。

・食費や光熱水費の実費負担（医療費、日用品費も実費負担）

・応能負担から、サービス量と所得に応じた負担へ

（定率負担＋月額負担上限）

・きめ細かな経過措置や、収入や預貯金のない者への配慮
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各入所施設に係る負担（給付対象）の見直し

実費負担給付対象（負担な
し）

精神

給付対象（応能負担）知的

実費負担給付対象（応能負担）身体

医療費・日常生活費食費・光熱水費人的サービス

実費負担実費負担（補足給
付）

給付対象（定率）３障害

医療費・日常生活費食費・光熱水費人的サービス
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定
率
負
担

実
費
負
担
（

）

食
費
、
光
熱
水
費
の

①
利
用
者
負
担
の
月
額

上
限

（
所
得
階
層
別
）

②入所者等の個別減免（※１）

・入所施設、グループホーム利用者
に対し、預貯金等が一定額以下の
場合に減免

①入所施設における補足給付（※３）
・入所施設利用者の食費・光熱水費の負担軽減措置

②通所施設等における食費負担軽減措置
・施行後３年間、食費の人件費相当分を給付し、
食費負担は食材料費のみ

※１ 施行後３年間実施（継続の必要性については実態調査に基づき再検討）
※２ 特に栄養管理等が必要な者については、平成１８年１０月の新施設・事業体系の報酬設定の際に

別途評価方法を検討。
※３ 入所施設における食費等に係る実際のコスト等を調査し、その結果を補足給付の基準額に反映。
※４ 予算措置であるため、政省令には規定されない。

※２

③生活保
護への
移行防
止
・生活保護
の対象とな
らないよう
減免
（定率負担及び
施設入所者の
食費・光熱水費
の実費負担）

○
施
設
に
お
け
る
食
事
提

供
の
規
制
緩
和
等
を
進

め
コ
ス
ト
低
下
を
促
す
。

（
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
）

世
帯
合
算
・
介
護
保
険
利
用
分

の
合
算

利用者負担に係る配慮措置

④社会福祉法人減免（※４）
通所サービス、児童入所施設等（２０歳未満）、
ホームヘルプの利用者に対し、預貯金等の
額が一定額以下の場合に減免

第２９条第４項等第２９条第４項 第２９条第４項
第２９条第３項

第２９条第１項 第３４条第１項

第２９条第３項

第３３条
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負
担
額

サービス量

定率負担（１割）
（サービス量に応じ）

一 般
４０，２００円月額負担上限

（所得に応じ） 低所得２
２４，６００円

低所得１
１５，０００円

生活保護
０円

市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯

利用者本人の属する世帯の収入等に応じて、以下の４区分に設定

→次ページのとおり特例の取り扱いあり。

①生活保護：生活保護世帯に属する者

②低所得１：市町村民税非課税世帯に属する者であって、支給決定に係る障害者又は

障害児の保護者の収入が８０万円（障害者基礎年金２級相当）以下の者

③低所得2：市町村民税非課税世帯に属する者

→ 障害者を含む３人世帯で障害基礎年金１級を受給している場合、概ね３００万
円以下の収入に相当。

④一 般：市町村民税課税世帯に属する者

（定率負担の軽減措置①）

利用者負担の月額上限措置について

食費や光熱水費は原則自己負担

第２９条第１項、
第４項関係
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世帯主

住民税

扶養控除 無

・障害者、配偶者が国保世帯員であるとき

又は

・障害者及び配偶者が世帯主と異なる健康
保険の本人及び被扶養者であるとき

健保本人※

配偶者障害者

※ 世帯主が国保で、障害者及びその配偶者が国保の場合も同様の取り扱いとなる。

月額負担上限額の設定に当たっては、
住民基本台帳上の世帯の所得で設定する。

ただし、以下の要件を満たす場合、実態上生
計を一にしていないと判断できることから、障
害者及び配偶者の所得に基づくことも選択で
きることとする。

＜要件＞

①税制上、同一の世帯に属する親、兄弟、
子供等が障害者を扶養控除の対象として
いないこと。

かつ

②健康保険制度において、同一世帯に属す
る親、兄弟、子供等の被扶養者となって
いないこと。

住民票上の世帯

月額負担上限額の設定にかかる世帯の範囲の特例
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（定率負担の軽減措置②）
定率負担の個別減免について

１ ３年間の経過措置（ 期間終了までに実態調査を行い必要性を再検討）

○ 制度施行後３年間、食事や人的サービスが事業者により提供されるｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ、入所施設利用者（２０歳以

上）に対して、定率負担に係る個別の減免制度を実施する（低所得１，２が対象）。

２ 費用基準と収入を比較（350万円を超える預貯金等を有している者は対象外）

○ グループホーム、入所施設それぞれで設定する基本的な費用尺度と本人の収入を比較し、定率負担の個別
減免の範囲を定め実施する。なお、350万円を超える預貯金等を有している者は対象外とする。

３ 得た収入のすべてを利用者負担しなくてもよい仕組み
○ ６．６万円を超えない収入については、定率負担はゼロとする。
○ ６．６万円を超える収入については、障害者が得た収入のすべてを利用者負担として負担しなくともよいよう、

負担額が減額される仕組みとする。
○ この際、特に、就労等により得た収入については、働くことを促進する観点から、より負担額を減額する。

収入（年金、工賃等）

定率負担

減免

費用
尺度

負担

定率負担食費、光熱水費
５．８万円

（4.8万＋1.0万）

その他
生活費

２．５万円※

収入（年金、工賃、補足給付等）

グループホーム利用者

費用
尺度

減免負担

※ 障害基礎年金１級の者、６０歳以上の者等はその他生活費に３千円又
は５千円加算して計算

入所施設利用者

６．６万円

第29条第４項

※ ６．６万円については、端数を切り捨てて記載しているため、実際の数値とは異なる。
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○ ６．６万円の収入までは定率負担にかかる負担はゼロとする。

○ ６．６万円を超える場合には原則として、障害者が得た収入のすべてを利用者負担として負担しなくと
もよいよう、収入に対する負担額が半額（５０％）となるように設定する。

○ この際、特に、就労・年金による収入については、地域において働きながら暮らしていることを考慮し、

原則より低い負担率として１５％とする（収入の８５％が残るようにする。）※。

基礎控除 ３千円

実収入額

減額がない場合

グループホーム入所者の負担額のイメージ

負担額

０円

66,000円

その他の収入 就労収入、年金

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ入居者に個別減免を行った場合の負担額

※ 入所施設については、食費等に係る給付を受けていることから、グループホームとは異な
る基準を設定

第29条第４項

※ ６．６万円については、端数を切り捨てて記載しているため、実際の数値とは異なる。
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グループホーム入所者（授産施設へ通所する場合）の定率負担について

本人の
預貯金
等*の額
が３５０
万円超

本
人
の
預
貯
金
等*

の
額
が
３
５
０
万
円
以
下

６．６万円を超える
収入が稼得等収入
（工賃等の就労収
入、年金収入）の
場合

６．６万円を超える
収入が仕送り等の
収入の場合

年金２級相当額（６．６万円）以
下の収入の場合

特
定
目
的
収
入
を
除
き
、
年
金
２
級
相

当
額
（
６
．
６
万
円
）
を
超
え
る
収
入
が

あ
る
場
合

○ 定率負担額 ２．０万円

・グループホーム定率負担 ０．６万円

・通所施設定率負担 １．４万円

6.6万円以下の収入については、定率負担なし

→ 定率負担額 ０円

３千円控除の上、６．６万円を超える収入の１５％
を負担
（４．３万円を超えた額以降は５０％負担）

（収入額２万円の場合の例）

→ 定率負担額 ０．２６万円 （２．０－０．３）×０．１５＝０．２６

６．６万円を超える収入の５０％を負担
（収入額２万円の場合の例）

→ 定率負担額 １．０万円 ２．０×０．５＝１．０

（
個
別
減
免
な
し
）

（
個
別
減
免
あ
り
）

（注）上記に加え、通所施設の食費負担約５千円（低所得１，２）を負担する。

*預貯金等には、一定の信託等を除く。

＜資産＞ ＜収入額・収入の種類＞ ＜負担額＞

（注） 自治体から支給される家賃補助等の収入については、負担額を０にすることを検討

第29条第４項

※ ６．６万円については、端数を切り捨てて記載しているため、実際の数値とは異なる。
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（定率負担の軽減措置③）

生活保護への移行防止について

本来適用されるべき上限額を適用すれば生活保護を必要とするが、
より低い上限額を適用すれば生活保護を必要としない状態になる者
については、本来適用されるべき上限額より低い負担上限を適用。

月額上限24,600円

月額上限15,000円

月額上限 0円

より低い上限額を適用

より低い上限額を適用

※ 認定については、生活保護の収入、支出と同様の仕組みとする。

第29条第４項
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（実費負担の軽減措置①）
入所施設における補足給付（食費・光熱水費の軽減措置）

① ２０歳以上の入所者に係る実費負担の軽減
措置

○ 食費や居住費以外の「その他の生活費」と
して一定の額が残るように、食費、光熱水
費について補足給付を行う。

○ 「その他生活費」の額については、２．５万
円（額については３年後に見直し）とする。

※ 障害基礎年金１級の者、６０歳以上の者
等は３千円又は５千円を加算。

② ２０歳未満の入所者に係る実費負担の軽減
措置

○ 収入のない２０歳未満の入所者の実費負
担について、子どもを養育する一般の世帯
において通常要する程度の費用（収入階
層別の家計における平均的な一人あたり
支出）の負担となるように補足給付を行う。

○ 「その他生活費」の額については、２．５万
円（額については３年後に見直し）とする。

※ １８歳未満の場合は、教育費として９千
円を加算。

定
率
負
担

（個
別
減
免
あ
り
）

その他生活費

（２．５万円）

【費用尺度】

食費、光熱水費

(※２）

認定収入（年金、工賃
等）

負担
補足給付 （※１）

【費用尺度】

定率負担・食費、光熱水費

(※２）

家計における平均的な１
人あたりの支出額

負担 補足給付

(※１)20歳以上の入所者で預貯金が350万円以下である者に係る定率負担については、6.6万円以下の収入までは、定率負担を0円にする

等の個別減免措置を講じる。

(※２)食費、光熱水費に係る補足給付を行う際の尺度として５．８万円(食費４．８万円、光熱水費１．０万円）を設定（今後、食事等に係る

コストの実態に応じて３年ごとに見直すものとする）。

その他生活費

（２．５万円）

第34条第１項

※ ６．６万円については、端数を切り捨てて記載しているため、実際の数値とは異なる。
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（実費負担の軽減措置②）
通所施設等食費軽減措置

○新制度においては、通所施設、ショートステイ、デイサービスについては、定率負担のほか、
食費が自己負担となる。
※ ショートステイ、デイサービスは、現行制度においても食費のうち食材料費が自己負
担となっている。

○ このため、施行後の概ね３年間、通所施設利用の低所得者（生活保護、低所得者１、低所

得者２）について、食費のうち人件費相当分（１日約４２０円）を支給し、食材料費のみの負
担とする減額措置を講ずる。

○なお、食費の実費については、利用者保護の観点から、施設が利用者に求めることができ
る費用の範囲を明確にした上で、その範囲内で、施設ごとに設定し、利用者と契約する仕
組みとする。

注)実際の実費のコストは、個々の施設によって異なる。

人件費 食材料費

３年間支給 約４２０円／日
（約９千円／月）

＜参考＞実施後のおおむねの負担（通所施設、デイサービスの場合）

・ 現在の予算上は、食費約６５０円／日の単価であり、
うち約２３０円／日が食材料費

・ これを前提として、月２２日通った場合には、約５千円
の実費負担となる。

約２３０円／日（約５千円／月）

第29条第３項
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自立支援医療について
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障害に係る公費負担医療制度の再編について

＜現 行＞

平
成
十
八
年
四
月
に
新
体
系
に
移
行

＜見直し後＞

精神通院医療
（精神保健福祉法）

精神通院医療
（精神保健福祉法）

更生医療
（身体障害者福祉法）

更生医療
（身体障害者福祉法）

育成医療
（児童福祉法）

育成医療
（児童福祉法）

自
立
支
援
医
療
費
制
度

・支給認定の手続を共通化

・利用者負担の仕組みを共
通化

・指定医療機関制度の導入

・医療の内容や、支給認定
の実施主体（※）については、
現行どおり

※ 精神、育成 → 都道府県
更生 → 市町村

第５４条第１項等関係
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医療保険の
負担上限
（72,300円等）

医療費のみに着目した負担（精神通院）と所得にのみ着目した負担（更生・育成）を、次の観点から、「医
療費と所得の双方に着目した負担」の仕組みに統合する。

○ 制度間の負担の不均衡を解消する。（障害者間の公平＝医療費の多寡・所得の多寡に応じた負担）

○ 必要な医療を確保しつつ、制度運営の効率性と安定性を確保する。（障害者自らも制度を支える仕組み）

医療費

低所得等負担上限
（所得に応じ）

医療保険の給付率（医療費の３割）

医療保険給付

公 費

利用者負担

入院時の食費（標準負担額相当）は原則自己負担（入院と通院の公平）

課税世帯 （一 般）
※ 育成医療の経過措置

所得税課税 40,200円
所得税非課税 10,000円

課税世帯（重度かつ継続）
一定所得以上 ２０，０００円

２万円≦市町村民税（所得割）＜２０万円 １０，０００円

市町村民税（所得割）＜２万円 ５，０００円

一定所得以下
○市町村民税非課税
低所得２ ５，０００円
低所得１ ２，５００円

○生活保護 ０円

定率負担（１割）

（医療費に応じ）

負
担
上
限
（
月
額
）

（公費負担医療の利用者負担の見直し）
ー医療費と所得に着目ー 第５８条第３項第１号関係
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自立支援医療の対象者、自己負担の概要

１．対象者 ：従来の更生医療、育成医療、精神通院医療の対象者であって一定所得未満の者（対象疾病は従来の対象疾病の範囲どおり）

２．給付水準 ： 自己負担については１割負担（ 部分）。ただし、所得水準に応じて負担の上限額を設定。また、入院時の食費（標準負担額）

については自己負担。

第５４条第１項、第５８条第３項第１号関係

一定所得以下 中間所得層 一定所得以上
（２０万≦市町村民税（所得割））市町村民税非課税

本人収入≦８０万

市町村民税非課税

本人収入＞８０万
市町村民税＜２万

（所得割）
２万≦市町村民税＜２０万

（所得割）

生活保護

負担０円

低所得１

負担上限額

２，５００円

低所得２

負担上限額

５，０００円

中間所得層 ※１

負 担 上 限額 ： 医療保険の自己負担限度額

一定所得以上

公費負担の対象外

（医療保険の負担割合

・負担限度額）

重 度 か つ 継 続（※２）

中間所得層１

負担上限額

５，０００円

中間所得層２

負担上限額

１０，０００円

一定所得以上（重継）※３

負担上限額

２０，０００円

育成医療の経過措置

負担上限額
１０，０００円

負担上限額
４０，２００円

生活保護世帯

※１ ① 育成医療（若い世帯）における負担の激変緩和の経過措置を実施する。
② 再認定を認める場合や拒否する場合の要件については、今後、実証的な研究結果に基づき、制度施行後概ね１年以内に

明確にする。
※２ ① 当面の重度かつ継続の範囲

・ 疾病、症状等から対象となる者
精神・・・・・・ 統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物関連障害（依存症等）

精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者
更生・育成・・・・・ 腎臓機能・小腸機能・免疫機能障害

・ 疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者
精神・更生・育成・・ 医療保険の多数該当の者

② 重度かつ継続の対象については、実証的な研究成果を踏まえ、順次見直し、対象の明確化を図る。
※３ 「一定所得以上」かつ「重度かつ継続」の者に対する経過措置は、施行後３年を経た段階で医療実態等を踏まえて見直す。



18医療費

負担額

72,300円

241,000円

一定額の
負担上限を設定

医療保険の高額
療養費の上限額

（償還払い）

３割

１割
経過措置対象範囲

自立支援医療費対象範囲

【内容】
○ 高額な医療費が発生した場合における負担の激変緩和を行う。
○ 中間所得層を、「重度かつ継続」と同様に２つ（中間所得層１（市町村民税２万
円未満世帯）、中間所得層２（市町村民税２万円以上２０万円未満世帯））に区分
し、それぞれの区分に一定額の負担上限を置く。

40,200円

中間所得層２の負担上限

中間所得層１の負担上限

10,000円

育成医療（中間所得層）に係る激変緩和の経過措置

※中間的な所得の場合
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《住民票上の「世帯」》

被保険者本人（Ａ氏）
＋

被扶養者（Ｂ氏）

【健保組合加入】

被保険者（Ｃ氏）

【国民健康保険加入】

別々の世帯として取り扱う

自立支援医療における「世帯」について

○ 「世帯」の単位については、住民票上の世帯の如何にかかわらず、同じ医療保険に
加入している家族によって範囲を設定する。

○ 医療保険の加入関係が異なる場合には、税制における取扱いに関係なく、別の「世
帯」として取り扱う。

基本形＝医療保険単位による「世帯」

＜左図の例＞

○ 健康保険に加入するＡ氏とＢ
氏からなる「世帯」と、国民健康
保険に加入するＣ氏からなる「
世帯」に２分される。

○ 税制上はＣ氏がＢ氏を扶養親
族としている場合であっても、医
療保険の加入関係が異なるの
で、Ｃ氏とＢ氏は別の「世帯」。

同じ「世帯」内の誰もが、税制上も医療保険上も障害者本人を扶養しないこととした場合には、障
害者本人とその配偶者の所得によって判断することを選択可能

選択肢
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本来適用されるべき上限額を適用すれば生活保護を必要とするが、仮に、より低い上限額を
適用すれば生活保護を必要としない状態になる者については、本来適用されるべき上限額より
低い負担上限額を適用する。

月額上限5,000円

月額上限2,500円

月額上限 0円

より低い上限額を適用

より低い上限額を適用

食費負担の軽減

移行防止必要額まで減額

自立支援医療における生活保護への移行防止措置
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食費負担に係る各制度の考え方

○ 医療保険制度

：在宅療養の者と入院の者の費用負担の均衡を図る観点から、平均的な家計における

一人当たりの食費に相当する額を標準負担額として求める。

○ 新たな障害福祉制度

：入所・通所施設を利用するものと利用しない者の費用負担の均衡を図る観点から食費

（材料費、人件費）については原則自己負担とする。

医療保険制度や新たな障害福祉制度との整合性を確保し、

更生医療、育成医療に係る入院時の食費（標準負担額）については、原則、
自己負担とする。

入院時の食費負担（標準負担額）
第５８条第３項第２号関係


